
  

2023年 10月 27日 

各 位 

株式会社 地域デザインラボさいたま 

地域デザインラボさいたまの紹介による株式会社中脇組から草加市への寄附について 

りそなグループの地域デザインラボさいたま(社長 青木 大介、以下「ラボたま」)が草加市から受託した 

「令和５年度企業版ふるさと納税マッチング支援業務委託※1、2」を通じて、株式会社中脇組（代表取締役 中脇 

周一）による草加市への寄附が実現し、9月 29日(金)に贈呈式が行われました。 

本件は同市への企業ふるさと納税制度を活用した寄附第一号となります。 

【寄附概要】 

【2023年 9月 29日（金）草加市役所での贈呈式】（左から山川市長・中脇社長） 

  

寄附者 

株式会社 中脇組 

代表取締役 中脇 周一 

本社:埼玉県八潮市西袋６２１－５ 

寄附日 2023年 8月 28日(月) 

寄附金の使いみち 草加市における産業の活性化と安定した雇用を創出する事業 

寄附企業からの 

コメント 

弊社は、バイオマス発電燃料、建材原料及び製紙原料となる木材チップを販売している

商社です。そして、グループ会社の中間処理場では、「捨てればゴミ、活かせば資源」

をモットーに草加市で発生する産業廃棄物・一般廃棄物の木くずも１００％リサイクル

しております。 

この度は、草加市における産業の活性化と安定した雇用を創出する事業に寄附させてい

ただきました。引き続き、循環型社会形成に寄与し、産業と地域の活性化に貢献してい

きます。 



  

【企業版ふるさと納税マッチング支援業務の概要】 

事業期間 2023年 7月～2024年 3月 

実施業務 ・寄附企業に対するベネフィットの整理・検討 

・寄附候補企業に対する草加市のプロジェクト（地域再生計画）の紹介 

・寄附候補企業の新規開拓及び草加市に対する寄附候補企業の紹介 

・寄附企業とのマッチング後のフォローアップ 

・その他本業務の達成に必要とする事項への対応 

 
【企業版ふるさと納税支援業務のイメージ図】 

 

 
地域デザインラボさいたまは、今後も50万社の顧客基盤を有するりそなグループのネットワークを活用し、

企業版ふるさと納税制度を活用した地域経済活性化に貢献します。 

  



  

【ふるさと納税制度に関連する主な取り組み】 

年月 内容 

2022年 3月 株式会社ベルーナとの個人版ふるさと納税業務における連携基本協定の締結 

2022年 4月 越谷市から「企業版ふるさと納税ＰＲ等支援業務」を受託 

2022年 7月 志木市から「企業版ふるさと納税にかかるマッチング支援業務」を受託 

2022年 10月 鳩山町から「企業版ふるさと納税にかかるマッチング支援業務」を受託 

2022年 12月 松伏町から「令和４年度松伏町企業版ふるさと納税支援業務委託」を受託 

2022年 12月 蓮田市から「令和４年度企業版ふるさと納税ＰＲ等支援業務」を受託 

2022年 12月 北本市から「企業版ふるさと納税にかかるマッチング支援業務委託」を受託 

2022年 12月 美里町から「令和４年度美里町企業版ふるさと納税マッチング支援業務委託」を受託 

2023年 2月 久喜市から「令和４年度久喜市企業版ふるさと納税支援業務」を受託 

2023年 4月 川越市への「企業版ふるさと納税」にかかるマッチング支援の開始 

2023年 4月 
 
埼玉県から「令和 5 年度市町村企業版ふるさと納税支援事業業務委託」を受託 

2023年 5月 川口市の「企業版ふるさと納税マッチング支援業務」の開始 

2023年 5月 春日部市から「企業版ふるさと納税に係る寄附対象プロジェクト紹介業務代行
等」を受託 

2023年 6月 
 

鴻巣市から「企業版ふるさと納税マッチング支援業務委託」を受託 

2023年 6月 ふじみ野市から「企業版ふるさと納税マッチング支援業務」を受託 

2023年 7月 上尾市から「企業版ふるさとあげお応援寄附募集支援業務」を受託 

2023年 7月 白岡市から「企業版ふるさと納税マッチング支援業務委託」を受託 

2023年 7月 草加市から「令和５年度企業版ふるさと納税マッチング支援業務委託」を受託 

2023年 7月 
 

さいたま市のランニングイベント開催事業に特化した「企業版ふるさと納税」にかか
るマッチング支援の開始 

2023年 8月 
 

加須市から「企業版ふるさと納税マッチング支援業務」を受託 

2023年 8月 
 

深谷市から「企業版ふるさと納税マッチング支援業務」を受託 

2023年 9月 
 

宮代町から「企業版ふるさと納税支援業務」を受託 

2023年 10月 
 

嵐山町から「企業版ふるさと納税マッチング支援業務」を受託 

 

※1 企業版ふるさと納税制度は、自治体が行う地方創生事業に対して寄附を行った企業に、税負担の軽減措置が与えられること

で、地方創生の充実・強化を図る制度です。 

※2  ラボたまは、2023年 7月に草加市から「令和５年度企業版ふるさと納税マッチング支援業務委託」を受託し、寄附見込企業

の開拓や寄附実現に向けた地域課題解決事業の企画立案等のサポートをしています。 

 
以 上 


